
金融機能強化法の震災特例に基づく国の資本参加の概要 
（平成 23 年 9 月 14 日（水）決定） 

仙台銀行（宮城県） 筑波銀行（茨城県）

預金残高 （23/3 末） ７，２７５億円 １兆９，６２３億円 

貸出金残高 （23/3 末） ４，８９４億円 １兆４，７７９億円 

１．国の資本参加の概要

資本参加額 ３００億円 ３５０億円 

返済財源の確保 ２５年以内（48/3 末まで） ２０年以内（43/3 末まで）

優先株式の配当率 前年度の預金保険機構の金融機能強化勘定における資金調達コスト（当初 ０．２５％）

自己資本比率 （23/9 末見通し） 

[Tier１比率] 

１４．１％程度 

[１１．３％程度] 

１１．９％程度 

[８．４％程度] 

２．被災地域における東日本大震災からの復興に資する方策

各行の取組み方策 

（主なもの） 

「地元企業応援部」の新設、津波被災地への住
宅ローンプラザの増設、訪問活動の徹底等によ
る被災者との接点拡充・復興ニーズの的確な把
握・分析 

きらやか銀行、政府系金融機関、自治体等との
連携強化（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ、協調融資等） 

被災者のニーズにあった融資商品（事業復興資
金、住宅再取得資金、生活再興資金）の充実 

貸付条件の変更等への柔軟な対応 

被災者の状況に応じた事業再生支援（みやぎ産
業振興機構・産業復興機構・私的整理ガイドラ
インの活用、DDS･DES・DIP ﾌｧｲﾅﾝｽの活用等） 

「営業統括部」の再編成、合併に伴う重複店
舗の統廃合による被災地域への法人融資等
専担者の重点配置 

「取引先全先訪問」等による顧客ニーズの把
握・蓄積 

以下の方策を含む「震災復興支援計画」（あ
ゆみプロジェクト）の推進 

－ 1 事業者 1億円の復興支援融資の取扱い、
住宅ローン・消費者ローン等の保証基準の
弾力化等 

－ 貸付条件の変更等への柔軟な対応 

－ 業況悪化先に対する経営支援の強化（ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等）、抜本的な事業再生支援
（DDS・DES・DIP ﾌｧｲﾅﾝｽ、産業復興機構、
私的整理ガイドラインの活用等） 
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